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日立市総合計画後期基本計画策定支援業務公募型プロポーザルへの参加申込に当たり、次に掲げる事項に相違ないことを誓約します。

１  地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当せず、かつ、日立市の一般競争入札の参加の停止等の措置を受けていないこと。
２　国又は地方公共団体等が発注した、総合計画やまち・ひと・しごと創生総合戦略、人口ビジョン等の策定支援業務、人口動態に関する分析業務、分析を基にした政策立案支援業務を、元請として受注し、令和３年度から令和７年度まで（５年間）に完了した実績を有すること。
３　本業務に従事する管理責任者及び主担当者は、国又は地方公共団体等が発注した人口動態分析、統計分析、政策立案、これらに類する業務において実務経験を有する者とし、本業務に選任し従事させること。なお、管理責任者及び主担当者は、本業務が完了するまで、本市の承諾なしに変更できないものとする。
４  会社更生法（平成14年法律第154号）や民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更生又は再生手続開始の申立てがされていないこと。
５　地方税及び国税について滞納がないこと。
６　破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てをしていない者及びその開始決定がなされていないこと。
７  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員でないこと。
８　提出書類に虚偽の内容を記載していないこと。
９　上記１から８が事実と相違する場合、「日立市総合計画後期基本計画策定支援業務公募型プロポーザル」への参加を無効とされても異議のないこと。

